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平成２８年（行ウ）第１６９号、平成２９年（行ウ）第３７３号、同３９４号
安保法制違憲・差止請求事件   
              

第５回口頭弁論 （差止）　報告集会　
2017年 10月 27日

参議院議員会館　B109
　　　　　　　　　　　　　　　                            　１３：００～１４：３０

　【　プ ロ グ ラ ム　】
１　あいさつ  代理人弁護士 寺　井　一　弘

２　第５回口頭弁論の報告　

　　　　　陳述した代理人から

 代理人弁護士 福　 田　　　　護

 代理人弁護士 古川 (こがわ) 健三

 代理人弁護士 武　谷　　直　人

※次回、安保法制の差し止めの裁判の期日を書き込んでください　　　月　　日　　時　
 安保法制の国賠訴訟の次回期日は、１月２６日 ( 金 )13:30【103 号法廷】です。　
 アピール活動を 12:30 から地裁前で行いますので、ご参集ください。

＜１日の経過＞

　９：３０ 裁判所前　広報

１０：３０ １０３号法廷　開廷

 準備書面陳述　

１１：３０ 記者会見（裁判所内 司法記者クラブ）

１３：００～１４：３０ 報吿集会

１４：４５～１６：３０ 原告集会 　　　　　　　　　
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原告ら訴訟代理人 弁護士　福　田　　　護

　新安保法制法の違憲性、その適用開始とこれ
による米軍支援の現実的危険性及び追加提訴の
趣旨等について述べます。

１　海外で武力行使をする自衛隊は 「戦力」である

こと

（１）原告らは、準備書面（９）（１０）（１１）
において、新安保法制法の内容の具体的違憲
性、その制定による立憲主義の破壊、これら
によるこの国のあり方の変容の危険等につ
いて論じました。
　新安保法制法の何が違憲なのか。その問題
の核心はやはり、自衛隊が海外に出向いて武
力の行使をし又はその危険を生ずることに
あります。これを肯認することによって、日
本が戦争当事国となる機会と危険を大きく
拡大したのです。新安保法制法は、従来の政
府解釈が、そうならないように設けていた最
低限の歯止めの、根幹部分を外してしまいま
した。
　従来の政府解釈とそれに基づく防衛法制
の基本原則は、日本の領域が外部からの武力
攻撃によって侵害された場合に限って、その
武力攻撃を日本の領域から排除するために
のみ、自衛隊による実力の行使を認めるとい
うものでした。だからその活動範囲も、基本
的に日本の領域又はその周辺の公海、公空に
限られるとされてきました。従来の自衛権発
動の３要件は、この原則の表現でした。
　ところが新安保法制法は、自衛隊が海外で
集団的自衛権による武力の行使をすること
を認め、あるいは海外での武力行使につなが
る、後方支援その他様々な危険な活動を認め
たのです。このように、日本の領域を守るだ
けでなく、海外を戦場として武力を行使する
自衛隊は、もはや他国の軍隊と異なるもので
はなく、紛れもない「戦力」であり、「交戦権」
の主体にほかなりません。

（２）安倍総理大臣は、国会審議の中などで、繰
り返し、新法の下でも、「自衛隊が武力行使
を目的として、かつての湾岸戦争やイラク戦
争での戦闘に参加するようなことは、これか
らも決してありません」「武力行使の目的を
もって武装した部隊を他国の領土、領海、領
空に派遣するいわゆる海外派兵は、一般に自

衛のための必要最小限度を超えるもので許
されない。これは新三要件の下で集団的自衛
権を行使する場合であっても全く変わらな
い」「他国の領域での武力の行使は、ホルム
ズ海峡以外は念頭にありません」、などと強
調しました。（原告準備書面（１０）３４頁
以下）
　しかし、存立危機事態において「他国に対
する武力攻撃」を排除する自衛隊の武力の行
使は、その性質上当然に、当該他国の領域
における武力の行使を予定するものであり、
もちろん法文上のどこにも、外国の領域を不
可として限定する規定はありません。すなわ
ち新安保法制法は、自衛隊の海外での武力の
行使を前提とするものです。政府も国会答弁
で、「法理上」はそうなることを認めざるを
えませんでした（２０１５年５月２８日衆議
院安保法制特別委・安倍総理大臣・中谷防衛
大臣答弁）。
　安倍総理大臣の海外派兵はしない、できな
いという答弁は、このような新安保法制法の
最も基本的な違憲性と大きな危険性から国
民の目をそらそうとする詭弁というほかは
ありません。

２　新ガイドラインによる自衛隊の米軍との一体的行

動の危険性

（１）２０１５年４月２７日、新安保法制法案の
閣議決定・国会提出に先立って、法案の内容
を先取りする新たな日米ガイドラインが両
政府によって合意され、しかもその際安倍総
理大臣が米議会で演説し、新安保法制法の制
定を約束してしまいました。そのことの本末
転倒、国会無視の問題性は言うまでもありま
せんが、そのことに象徴されるように、新安
保法制法は新ガイドラインの実施法であり、
米軍支援法にほかなりません（原告準備書面
（１１）２１頁以下）。
　そして新ガイドラインは、平時から有事ま
で「切れ目のない、力強い、柔軟かつ実効的
な日米共同の対応」を目的とし、その共同対
応体制として、平時から緊急事態までのあら
ゆる段階に対処するための「共同調整メカニ
ズム」の整備を定めた上、新安保法制法によ
る新たな、そしてグローバルな自衛隊の諸活
動と米軍との共同関係を定めています。
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（２）ここで重大なのは、新安保法制法によって
これまでの憲法の制約を破って可能とされ
た集団的自衛権の行使、戦闘現場近くでの物
品・役務の提供、ＰＫＯにおける駆け付け警
護、米軍の武器等防護などが、この新ガイド
ラインに基づいてアメリカから要請されれ
ば、これに応じて自衛隊が米軍と共同・連携
し、あるいは一体的な行動をとることになる
ことです。日本はもはや、憲法９条によって
禁じられているからとの理由で、これらのア
メリカの要請を断ることはできなくなって
しまいました。否むしろ、アメリカのこのよ
うな要請に応えるために、新安保法制法が制
定されたというべきでありましょう。

３　新安保法制法の適用事例の危険性と問題性

（１）原告らは、去る８月１０日、追加の提訴を
して、ＰＫＯにおけるいわゆる安全確保業務
と駆け付け警護の実施、及び自衛隊法９５条
の２に基づく米軍等の武器等防護の実施の
差止めを求めました。これは、新安保法制法
が制定・施行されてから現実の適用事例が発
生し、その危険性が明確な形をとって現れた
からです。

（２）ＰＫＯの駆け付け警護等については、後ほ
ど相代理人が述べるところに委ねます。
　もう一つの武器等防護は、本年５月、北
朝鮮に圧力を加えるために日本海に米空母
カールビンソンの艦隊が展開する最中に、防
衛大臣の命令により、自衛隊の最大級護衛艦
「いずも」ほか１隻が、米軍補給艦の武器等
防護のため警護の任務についたものです。こ
れは、米軍艦船に武力攻撃とまではいえない
侵害が発生した場合に、自衛官に米軍艦船の
防護のための「武器の使用」を認めるもので、
場合によってはミサイルの発射までも想定
されるものです。
　この武器等防護の発令は、トランプ政権が
軍事力を誇示して力による外交を展開し、こ
れに対抗して北朝鮮が弾道ミサイルの発射
を繰り返すという、米朝関係が極度に緊張す
る状況の中で、日本が米軍を守るという立場
で軍事的にコミットするもので、これによっ
て日本は明確に、軍事的対立の当事者となっ
たことになります（追加訴状４５頁以下）。

　さらに、報道によれば、今年５月以降数回
にわたり、自衛隊の補給艦が、日本海等で弾
道ミサイル警戒をしている米イージス艦に
燃料を補給しているのですが、これは、物品・
役務の提供の機会を拡大した改正自衛隊法
１００条の６に基づくものと解されます。こ
れもまた、自衛隊が米軍と共同して、北朝鮮
の弾道ミサイル警戒活動を行っていること
になり、日本を米朝の軍事的対立の当事者に
してしまうものです。

（３）もともと日本は、北朝鮮と軍事的対立関係
にあったわけではありません。対立当事者は
アメリカと韓国であり、北朝鮮のミサイル発
射や核実験もアメリカに対する対抗戦略で
あることは明らかです。上記の自衛隊による
米艦防護や物品・役務の提供は、その他国同
士の軍事的対立に割り込んで一方に加担し、
自ら危険を買って出る行為と言わざるを得
ません。新安保法制法と新ガイドラインは、
このようにして日本を戦争の危険に導くも
のであり、戦力を持たず、武力の行使を抛棄
し、平和主義のもとに国民の人権と生存を保
障しようとする憲法９条に真っ向から反す
るものにほかなりません。

４　処分性に関する予備的主張について

　原告らはこれまで、本件における行訴法３条
２項にいう「処分」について、集団的自衛権の
行使等という事実行為を捉え、これらの事実行
為が原告らの平和的生存権等の権利を侵害し、
その侵害状態の受忍を強いるものとして、原告
らに対する公権力の行使に当たると主張してき
ました。
　このたび、行政法学の大家であられる兼子仁
東京都立大学名誉教授から、このような処分の
捉え方は行政法上適法であると考えられるとの
ご意見とともに、集団的自衛権の行使等に先立
つ自衛官に対する関係大臣の命令を処分として
捉える方途についてもご示唆をいただきました
（甲Ｅ５）。
　このようなご意見及び本件請求の趣旨等を総
合考慮し、準備書面（１３）のとおり、本件処
分の捉え方について、予備的請求原因としての
主張を追加したく、同書面のとおり陳述するも
のです。

以　上
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原告ら訴訟代理人　　護士　武　谷　　直　 人

ＰＫＯ新任務と任務遂行のための武器使用の
違憲性

１　はじめに

　強行採決された新安保法制の一つに、国連平
和維持活動協力法いわゆるＰＫＯ協力法の改正
があります。
　この改正で、自衛隊が行える活動領域が大きく
拡大されました。それは、いわゆる「安全確保業務」
（住民・被災民の危害の防止等特定の区域の保安
の維持・警護などの業務）と「駆け付け警護」（Ｐ
ＫＯ等活動関係者の不測の侵害・危難等に対する
緊急の要請に対応する生命・身体の保護業務）が
追加され、それと共に、武装勢力等の妨害を排除
し、目的を達成するための強力な武器の使用、す
なわち任務遂行のための武器使用が認められたこ
とです。

２　国連平和協力法案制定の経緯

⑴　ＰＫＯ協力法制定に至る論議
　そもそも、ＰＫＯ協力法は、いわゆる湾岸
戦争契機に湾岸戦争後の国連貢献策の名の
下に成立したものです。
　この審議過程においてもっとも大きな争
点となったのは、自衛隊員の武器の携行とそ
の使用についてです。ＰＫＯ協力法は、自衛
隊が平和維持軍に参加する以上は、国連の指
揮の下で、組織的な武力行使をせざるを得な
いことになり、国連平和維持軍への参加は、
武力の行使を禁じた憲法９条に反すると当
初から批判されていました。
しかし、政府は、「平和維持軍（ＰＫＦ）」へ
の参加は当面凍結され、いわゆるＰＫＯ５
原則（①停戦合意の成立、②紛争当事者の
すべてのＰＫＯへ参加の同意、③ＰＫＯ活動
の中立性、④これらいずれかが満たなくなっ
たときの部隊の撤収、⑤生命等防護のため
の必要最小限度の武器使用）を設けること
によって、憲法９条には違反しないとして、
１９９２年６月に可決成立させました。
このように、もともとＰＫＯ協力法そのもの
が、ＰＫＯ５原則の下でかろうじて、合憲性
を維持しようとしていたのです。

３　ＰＫＯ活動の拡大 （今回の新任務付与） の違憲性

⑴　ＰＫＯの役割の変化
　さらに、新安保法制においてＰＫＯ活動に
おける自衛隊業務の拡大の背景には、国連の
ＰＫＯ活動の変質・変遷があることを指摘し
ておく必要があります。
　従来のＰＫＯは、ＰＫＯ５原則のもとで行
うことがその活動の中心でした。
　しかし、１９９４年、ルワンダにおける停
戦合意の崩壊、ＰＫＯ部隊の撤退による大量
の住民が虐殺される事件が発生したことを
契機として、国連ＰＫＯの性質も変化し、「停
戦や軍の撤退などの監視活動」だけでなく、
紛争当事者による住民の虐殺などが発生し
た場合には、停戦の有無とは関係なく、ＰＫ
Ｏ部隊は、紛争当事者と「交戦」して住民を
保護するという「住民保護」もその目的とな
りました。
　これでは、そもそもＰＫＯ５原則すら維持
できず、特に必要性最小限の武器使用という
原則も通用しなくなってしまいます。

⑵　ＰＫＯにおける新任務及びそれに伴う武器
使用の違憲性
　今回のＰＫＯ業務の追加と武器使用権限
の拡大について、政府は、ＰＫＯ業務におい
て、紛争の一方当事者との抗争に至ることは
あり得ないから、憲法９条に違反することは
ないとしています。
　しかし、南スーダンでＰＫＯに参加してい
た陸上自衛隊が２０１６年７月１１日から
１２日に作成した日報には、「戦闘」という
言葉が多用されており、まさに、停戦合意が
崩れ、現地では戦闘状態が現出していること
が明らかになりました。　　
かかる状況下において、仮に自衛隊が駆け付
け警護のために武器使用をしたとすれば、そ
れは、戦闘行為からさらに政府軍ないし反政
府軍に対する武力の行使に至る危険性は明
白であったと言わなければなりません。

４　結論
　以上のとおり、南スーダンの事例を見るまで
もなく、今後、再び紛争地帯においてＰＫＯに
よって派遣された自衛隊が武器を使用する事態
が生じる場合には、これは単なる「武器の使用」
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ではなく、「武力の行使」というべきであります。
したがって、ＰＫＯ協力法における新任務は、
もはや政府の従来の解釈で正当化することはで
きないのであり、これは、武力の行使を禁止し
た憲法９条１項及び交戦権を否定する憲法９条
２項に違反することは明白です。

以上

原告ら訴訟代理人　弁護士　古川（こがわ）健三

　被告は、準備書面（1）において、本件集団的
自衛権の行使等は、行政訴訟法 3条 2項の処分
に当たらない、と主張している。しかし、この
主張は、原告らの主張を正解せず、原告らが引
用している判例に対する誤った理解に基づくも
のである。

処分性に関する最高裁判例について

　被告は、被告が処分性の一般的判断基準であ
るとする昭和 39 年最高裁判決は、何ら変更さ
れておらず、原告が引用する病院開設中止勧告
の処分性に関する平成 17年 7月 15日の最高裁
判例は、事例的な意味しか持たないと主張する。
　しかし、前記平成 17 年最高裁判例と同種事
案である平成 17 年 10 月 25 日の最高裁判例に
おいて、藤田宙靖判事は補足意見の中で、昭和
39年判決の考え方を「従来の公式」と呼び、「従
来の公式」は現代の複雑な行政メカニズムには
対応できず、そのような事実関係のもとで「従
来の公式」を採用するのは適当でない、との趣
旨を述べている。
　そして、前記平成 17年判決以外にも、最高裁
は、「実効的な権利救済のために当該行為を抗告
訴訟の対象として取り上げるのが合理的かどう
か」、という事情を考慮すべきと述べて、土地区
画整理事業計画決定の処分性を否定していた従
来の判例を変更した（最高裁大法廷平成 20年 9
月 10 日判決）。その後も処分性を拡大する判例
が相次いでおり、最高裁が昭和 39 年判決の考
え方をもはや維持していないことは明白である。

本件集団的自衛権等の行使が、 原告らに不利益な

効果の受忍を義務付けることについて

　被告はまた、本件集団的自衛権の行使等は、
被告に何ら不利益な効果の受忍を義務付けるも
のではないとし、その理由として、原告らの主
張する「平和的生存権」「人格権」及び「憲法改
正・決定権」の具体的権利性を争い、また、原
告らの主張は、本件命令等にかかる事実行為が
行われることにより必然的に我が国が戦争に巻
き込まれるという仮定が成立してはじめて成り
立つが、そのようなことは言えない、という。
　原告の主張する権利の具体的権利性について
はすでに他の準備書面で詳しく述べた。被告の
後段の主張は、原告の主張を誤解するものであ
る。原告らは、現に戦争が起きる場合はもちろ
んであるが、戦争が起きる危険性が生じること
によっても原告らの権利が侵害される、と主張
しているのである。そして、集団的自衛権の行
使が行われた場合、我が国が戦争当事国となる
ことを意味することはジュネーブ条約に照らし
明白であるから、戦争の危険は必然的に生じる。

厚木基地訴訟に関する最高裁平成28年判決につ

いて

　被告は、最高裁平成 28 年判決は、本件と事
案を異にする、と主張する。
　しかし、最高裁平成 28 年判決及びその判断
の前提とされた最高裁平成 5年判決がいう「受
忍義務」とは、法的義務とはいえない。厚木基
地周辺住民が航空機運行によって受けているの
は航空機の運航に伴う不利益な結果を受忍すべ
き「一般的な拘束」であって、法的地位や権利
関係の変動ではない。
　そして、最高裁平成 28 年判決は、健康被害
そのものを認めているのではなく、不快感や健
康被害への不安感等の幅広い被害が、処分性及
び損害の重大性を基礎づける、という判断をし
たものである。
　この判断枠組みは、本件においても当然考慮
されなければならず、「事案を異にする」という
被告の主張は当たらない。
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「行政権の行使」 は民事訴訟の対象でない、 とする

被告の主張

　被告は、横浜地裁での主張内容が本件での 主
張と矛盾する、との原告らの指摘に対し、「行政
権の行使」は民事訴訟の対象でない、という。　
しかし「行政権の行使」であっても「公権力の
行使」に当たらない非権力的行為が民差止訴訟
の対象となることは確立した判例であって、被
告の主張は誤りであり、詭弁と言わざるを得な
い。
　原告は被告が主張する「当該行為の属性」と
は何か、また被告のいう「行政権の行使」が「公

権力の行使」と同一であるか否かについて釈明
を求める。

まとめ

　処分性判断の核心は、本件集団的自衛権の行
使等が、原告らに対し、いかなる不利益をもた
らすか、という点にある。そしてその憲法適合
性を具体的に検討せずして、処分性の判断をす
ることはできない。
　被告は、概念的で空虚な反論に終始することな
く、集団的自衛権の行使の権利侵害性と憲法適合
性について、正面から認否反論すべきである。

以上

安保法制違憲訴訟の会
http://anpoiken.jp

安保法制は違憲だ！ 
原告ら 49人の生々しい体験
私たちは戦争を許さない
―安保法制の憲法違反を訴える
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本体 1300 円＋税
安保法制の違憲を訴えて，いま多くの
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